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２０１９年度に実施する大規模学術フロンティア促進事業の 
進捗評価について（案） 

 

 

 大規模学術フロンティア促進事業（以下「フロンティア事業」という。）の進

捗評価は、「大型研究計画の評価方法について（進捗評価）」（平成２９年７月本

作業部会決定、以下「進捗評価の方法」という。）に基づき、作業部会において

現地調査・ヒアリングを実施し、評価結果を取りまとめる。 

  

１．２０１９年度に実施する進捗評価の対象について 

 現行の年次計画に基づき、２０１９年度に進捗評価を行うこととしているプ

ロジェクトは以下のとおり。 

①大型光学赤外線望遠鏡「すばる」の共同利用研究 

②３０ｍ光学赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）計画の推進 

（①については、２０１７年度に既に進捗評価を実施しているが、「２０１８年度に実施

する大規模学術フロンティア促進事業の進捗評価について（H30.5.18）」において、両プ

ロジェクトが将来的に一体的な運用を目指していることから、ＴＭＴの現地における建

設再開を目途として併せて２０１９年度に進捗評価を実施することとしている。） 

 

（参考：直近の進捗評価実施状況） 

 ＜２０１８年度進捗評価実施＞ 

・日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計画 

・超高性能プラズマの定常運転の実証 

・スーパーカミオカンデによるニュートリノ研究の展開 

・大型低温重力波望遠鏡（ＫＡＧＲＡ）計画 

・新しいステージに向けた学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）整備 

・大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲＣ）による物質・生命科学及び原子核素粒子物理学

研究の推進 

・Ｂファクトリー加速器の高度化による新しい物理法則の探求 

 

＜２０１７年度進捗評価実施＞ 

・大型電波望遠鏡「アルマ」による国際共同利用研究の推進 

・大型光学赤外線望遠鏡「すばる」の共同利用研究 

 

＜２０１８年度事前評価実施＞ 

・高輝度大型ハドロン衝突型加速器（HL-LHC）による素粒子実験 

 

資料４ 
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会 
学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会 
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２．現地調査について 

○ 今回の進捗評価における現地調査は以下の状況を踏まえ、後日調整するこ

ととする。 

  ・「①大型光学赤外線望遠鏡「すばる」の共同利用研究」については、直近 

（２０１７年度）の進捗評価報告書に示された「計画推進に当たっての留意

事項等」（別添３参照）で、「②３０ｍ光学赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）計画の推

進」の進捗状況に併せた確認を行う必要が指摘されているため、①と②の一

体的な確認が必要。 

 

 

３．進捗評価の内容・方法について 

○ 以上から、今年度実施する２件のプロジェクトの進捗評価の内容・方法を

以下のとおりとする。 
評価対象プロジェクト 実施機関（法

人含む）から

のヒアリング 

書面の確認 現地調査 備考 

（見学可能な施

設・設備の例） 

 実施研究者

（若手含む）

からのヒアリ

ング 

①大型光学赤外線望遠「すば

る」の共同利用研究 

実施 実施 －※ －※ ― 

②３０ｍ光学赤外線望遠鏡

「ＴＭＴ」計画の推進」 

実施 実施 －※ －※ ― 

「実施機関からのヒアリング」：実施機関（法人含む）の代表者からプロジェクトの進捗状況等について説明の後、質

疑応答を実施。 

「実施研究者からのヒアリング」：研究現場により近い研究者（若手研究者）から研究現場の現状、課題等について説

明の後、質疑応答を実施。 

※ 後日調整。 

 

４．実施機関からのヒアリングの時間配分について 

○ ２つの進捗評価を実施することから、時間配分を以下のとおりとし、質疑

応答・意見交換、評価者による意見交換については、一体的に実施すること

とする。 

 

・ 実施機関からの説明  ２０分 ×２ ＝ ４０分 

・ 質疑応答・意見交換  ４０分    

・ 評価者による意見交換（ヒアリングシートの記入） ４０分 

計 １２０分 

※進捗評価の実施に当たっては、当該分野における専門家にアドバイザーとして協力いただく予定。 
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大型研究計画の評価方法について（進捗評価） 

 

 

平 成 ２ ９ 年 ７ 月 ２ ８ 日 

科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会 

 

 

１．趣旨  

「大規模学術フロンティア促進事業」として実施している事業については、本

作業部会において、「年次計画」（平成 26 年 1 月改訂）を設定したところである

が、施設整備や高度化が終了し運用を開始する前や、研究計画の局面が変わる時

期などに、プロジェクトの進捗状況や今後の運用体制を含む実施体制を確認し、

運用開始の是非や引き続きのプロジェクト推進の是非を確認するとともに、運

営改善、計画変更等の要否及び今後のプロジェクト推進にあたっての留意点な

どを明らかにするため、本作業部会において現地調査・ヒアリングを実施し、評

価結果をとりまとめる。 

評価の実施時期については、プロジェクトの性格に応じ、１回ないし複数回実

施する。 

・ プロジェクトの途上において大きな進展が予定され、それまでの成果や

今後の展望等を評価すべき場合 

・ 施設整備や高度化が終了し本格運用に入る前 

・ 諸情勢の変化等により計画の大幅な変更が余儀なくされる場合 

・ その他、本作業部会として評価が必要と認められる場合 

資料については、年次計画とともに、予算計画を添付するものとする。 

 

 

２．評価方法  

（１）評価の流れ 

各プロジェクトについて、資料（【別添１】参照）に基づき、実施主体からの

報告や現地調査により、施設整備の状況、研究目標の達成状況、今後の運用体制

を含む実施体制等の状況や今後のプロジェクト推進にあたっての留意点等につ

いて意見交換を行い、各委員等が記載したヒアリング評価シート（【別添２】参

照）をもとに、評価書（【別添３】参照）をとりまとめる。 

 

（２）評価者 

本作業部会委員のほか、当該分野における専門家にアドバイザーとして協力

別添１ 
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いただく。 

なお、本作業部会委員のうち、当該プロジェクトに利害関係を有する委員はヒ

アリングに参加しないこととする。 

※ 利害関係を有するとされる範囲（競争的資金の審査における取扱の例） 

①委員が実施主体である機関の専任又は兼任として在職（就任予定を含む。）

し、又は過去３年以内に在職していた場合 

②委員が当該機関の役員として在職（就任予定を含む。）している場合 

③その他委員が中立・公正に審査を行うことが困難であると判断される場

合 

※ 「ヒアリングに参加しない」とは、ヒアリング時に当該プロジェクトにつ

いてヒアリングのまとめに関する発言及び記入を行わないことを指す。な

お、当該プロジェクトに関する技術的な事項や背景等、理解の参考となる発

言を妨げるものではない。 

 

（３）評価の観点と具体例 

①プロジェクトの進捗状況 

・ 施設等の整備は計画どおりに行われているか。（予定していた性能等を

得られたか、経費・スケジュールは計画どおりか、国際協力の状況 等） 

・ 情勢の変化があった場合の対応は適切に行われているか。 

・ 研究目標の達成状況はどうか。 

・ プロジェクトが実施されたことによって、目標以上の成果があがってい

るか。 

・ 年次計画における「プロジェクト推進に当たっての留意事項等」への対

応が適切に行われているか。 等 

 

②プロジェクトの実施体制 

・ 大型プロジェクトを実施できる責任体制と役割分担が確立されている

か。 

・ 施設等の運用体制に問題はないか。 

・ 共同利用・共同研究を行うための実施体制は確立されているか。 

・ 幅広い大学の研究者が参画できる運用体制になっているか。 

・ プロジェクトの運営に当たり、広く研究者コミュニティの意見を取り入

れているか。 等 

 

③学術的意義と波及効果（中間的達成度） 

 ・学術的な達成状況はどうか。 

・ プロジェクトの実施により研究者コミュニティに分野的な広がりが生
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まれているか。 

・ 国際貢献や国際的な頭脳循環が図られているか。 

・ 学生や若手研究者の人材育成に貢献しているか。 等 

 

④社会的意義と波及効果（中間的達成度） 

・ 社会的価値（産業・経済活動の活性化・高度化、国際競争力の向上、知

的財産権の取得・活用等）の創出につながっているか。 

・ 社会や国民からの支持を得るための取組、情報発信が行われているか。 

・ 地域社会との信頼関係が構築されているか。 等 

 

⑤プロジェクト推進に当たっての課題 

・ プロジェクト推進に当たって、現状から改善や変更を求める事項につい

ては、内容と期限を明確に示す。 

・ プロジェクトの進捗状況等について、年次計画に定められた評価以外の

時点で、引き続き確認する必要があると判断される場合については、確

認すべき観点・内容及びその時期を明記。 

 

○総合評価 

上記のような観点を総合的に勘案して、当該プロジェクトの運用開始の是

非、または当該プロジェクトを引き続き進めることについてどう考えるか。 

※ 運用の開始を認めない場合、またはプロジェクトの中断や中止を勧告す

ることについては、本評価報告書とりまとめののち、専門家から構成される

ワーキンググループにより、別途詳細な現地調査等を行った上で、その取扱

を含め、更に詳細な検討を行うこととする。 

 

 

３．その他  

（１）ヒアリングを欠席された委員は、事務局が作成した評価書（案）の照会の

際に、必要に応じてコメントすることができる。 

（２）議事及び資料は非公開とする。 
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科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会 

 

 

平成２４年１１日策定 

平成２６年 １月改訂 

平成２９年 １月改訂 

平成３０年 ８月改訂 

 

 

大規模学術フロンティア促進事業の年次計画について 

 

 

１）「大規模学術フロンティア促進事業」は、日本学術会議の「マスタープラン」

を踏まえ、大型プロジェクトの推進に当たって優先度を明らかにする観点か

ら整理した「ロードマップ」に基づき、長期的な展望を持って戦略的・計画的

に推進するものである。 

２）「ロードマップ」に掲載され、学術的意義はもとより、高い緊急性・戦略性

が認められたプロジェクトは、「大規模学術フロンティア促進事業」等による

支援が期待されるものである。 

３）「大規模学術フロンティア促進事業」による支援を受けるプロジェクトにつ

いては、終期を明確化するとともに、プロジェクトの主要な研究テーマの進捗

状況及び成果の評価を行い、運営改善、計画変更等の要否や今後の国による支

援の在り方などを検討することが求められている。 

４）そのため、 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術研究

の大型プロジェクトに関する作業部会（以下：作業部会）において、各プロジ

ェクトに係る推進方策の基礎となる原則１０年以内の年次計画を策定してい

る。 

 

 

※「大規模学術フロンティア促進事業」による支援を受ける１０のプロジェクト 

  ロードマップ 2017 に掲載されているプロジェクト 

   （いずれも未着手） 

  ロードマップ 2014 に掲載されているプロジェクト 

   ・ 新しいステージに向けた学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ） 

別添２ 

 平成 30年 8月時点版のため、平成 31 年度から

新たに着手した、「高輝度大型ハドロン衝突型

加速器による素粒子実験」については未記載。

近々に年次計画を変更する予定 
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  ロードマップ 2012 に掲載されていたプロジェクト 

   ・ Ｂファクトリー加速器の高度化による新しい物理法則の探求 

   ・ 大型低温重力波望遠鏡（ＫＡＧＲＡ）計画 

   ・ 超高性能プラズマの定常運転の実証 

   ・ 「大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）」による物質・生命科学及

び原子核・素粒子物理学研究の推進 

   ・ 日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計画 

   ・ ３０ｍ光学赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）計画の推進 

  ロードマップに掲載されていないプロジェクト 

   ・ 「スーパーカミオカンデ」によるニュートリノ研究の推進 

   ・ 大型光学赤外線望遠鏡「すばる」共同利用研究 

   ・ 大型電波望遠鏡「アルマ」による国際共同利用研究の推進 

 

５）各プロジェクトについては、以下の方針に基づき推進することが必要である。 

・ 作業部会が策定した年次計画は、各プロジェクトの推進に当たって基礎

とすること。 

・ 年次計画に掲載された「留意事項等」は、各プロジェクトの推進に当たっ

て適切に反映すること。 

 ・ 年次計画に設定した時期に評価（事前、進捗、期末）を実施すること。 

・ 評価結果等を踏まえ、年次計画の見直しを行うことがあること。 

・ 「大規模学術フロンティア促進事業」による支援の期間は、年次計画の最

終年度までとすること。 

・ 「大規模学術フロンティア促進事業」によって推進中のプロジェクトに、

「継続して発展的に行う計画」（「後継計画」）がある場合、引き続き当該事

業による支援を受けるためには、当該計画が別途「ロードマップ」に掲載さ

れ、事前評価を受ける必要があること。 

・ 年次計画に設定した評価の時期以外にも、作業部会がプロジェクトの進

捗状況等を確認する必要があると判断した場合、作業部会によるヒアリン

グ等を適宜行うことがあること。 

 

６）備考  

・ 作業部会としては、今後とも、国において、「大規模学術フロンティア促

進事業」を推進するための予算確保に、最大限努力することを期待すると

ともに、年次計画に基づき、各プロジェクトが着実かつ効果的に推進され

ることにより、広範な分野から研究者の参加を得つつ、新たな学問領域の

創成や異なる分野への波及効果を含め、更なる学術研究の振興に資するこ

とを期待する。 
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直近の進捗評価報告書に示された「計画推進に当たっての留意 
事項等」について 

 

プロジェクト名 
時
期 

計画推進に当たっての留意事項 

①大型光学赤外
線望遠鏡「すば
る」の共同利用
研究 

平
成
29
年
11
月 

①３０ｍ光学赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）との一体的な運用について 
現時点において想定されているすばるとＴＭＴとの一体的な運用に向けて

は、天文のサイエンスにおいて、短期的な成果目標の設定に困難を伴うものの、
ＴＭＴが竣工するまでの間、すばるが世界最先端の望遠鏡群の一つであること
に鑑み、日本の世界的な競争力の維持、向上につながるよう、すばるの持つ特
徴、強みを最大限発揮して最先端の成果を目指す具体的な科学目標（アウトカ
ム）の早期設定が必要である。 
科学目標の達成に向け、すばるの機能維持・向上、観測装置の開発、観測デ

ータの取得と解析、それらに基づく研究、それぞれのバランスにおいて、限ら
れた予算、人員に配慮しつつ、何がどこまで必要なのか（アウトプット）を明
らかにすることが望まれる。 
また、この検討の中では、サイエンスの面に限らず、国内外の諸機関との連

携協力を進めて外部資金の更なる獲得を図ることや、直面する施設・設備の老
朽化対策、ＴＭＴとの一体的な運用に向けたハワイ観測所の体制の見直しなど
も勘案されるべきである。 
更に、ＴＭＴの竣工後、大規模学術フロンティア促進事業の枠組みから外れ

ることが見込まれていることを視野に入れ、ハワイ観測所としてすばるとＴＭ
Ｔの両望遠鏡を一体的に運用する観点から、引き続き、互いの役割分担を進め
るとともに、すばるの主焦点への特化による運用の簡素化、及び海外諸国との
共同による運用負担の更なる軽減を図るなど、効率的な運営体制を構築する必
要がある。 
なお、ＴＭＴにおいては、実施主体によらざる予期せぬ事由があったことか

ら、その年次計画の見直しを行う場合には、ＴＭＴと一体的な運用を図るすば
るの年次計画についても、見直しが必要となる。 
 
②若手研究者の育成について 
若手研究者は、海外諸国との共同研究や共同運用の現場において、中核的な

役割を担うなど、国際的な環境の中で世界の研究者と伍して競争と協調を進め
る力が培われている。 
その効果は、すばるによる高被引用論文数シェア等のかたちで見て取ること

ができる。このため、若手研究者自身による研究時間の確保や、キャリアパス
の形成・展開など、その自主性に基づく取組に対し、一層配慮する必要がある。 
 
③研究成果の発信について 
国立大学の法人化以降、個々の大学として研究成果を社会や国民に発信する

ことが、特に求められている。また、大学共同利用機関である国立天文台にお
いては、すばるをはじめとする観測施設・設備を、大学の基礎研究力の向上に
役立てることが強く求められ、その役割を、学術界や社会に示すことが必要で
ある。このため、研究成果について、国立天文台と大学の研究者が、それぞれ
どのような役割を担っているのか、整理して示すことが必要である。これによ
り、天文コミュニティや関連分野のコミュニティに対して、国立天文台におけ
る新たな共同研究への参画に結び付けていくことが期待される。 
なお、ＴＭＴについては計画が遅延しているため、今後時期を改めて行われ

るＴＭＴの進捗評価に併せ、ＴＭＴとの一体的な運用を目指すすばるについて
も改めて進捗評価を行うこととし、これら留意点への対応状況と、ＴＭＴ運用
開始までの間におけるすばるの運用方針を確認することとする。 
 
 

別添３ 
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（参考：事前評価報告書での留意点） 

プロジェクト名 
時
期 

計画推進に当たっての留意事項 

②30m 光学赤外
線望遠鏡
（TMT）計画の
推進 

平
成
24
年
９
月 

１． 本計画の推進にあたっては、これまでの技術的蓄積を十分に活用すると
ともに、それぞれの観測装置が有する性能の積極的活用など、建設及び運用
段階において、相互の連携を強化することが望まれる。 
 国立天文台は、我が国の天文学分野の連携協力体制を強化した上で、天文
学のみならず地球惑星科学や物理学のほか、生命科学など広く関連する分野
のコミュニティの協力を得て、充分な実施体制がとれるよう、幅広く研究者
コミュニティの組織化・協力体制を構築するとともに、技術者、運営管理者
のさらなる充実にも留意することが望まれる。 
 
 なお、すばる望遠鏡のプロジェクトの見直しにあたっては、ハワイ観測所
として両望遠鏡の一体的な運用を図る観点から、ＴＭＴ望遠鏡は高感度の望
遠鏡として、すばる望遠鏡は広視野の望遠鏡として役割分担を進めていく。
さらに、すばる望遠鏡について、主焦点に特化した望遠鏡とすることで運用
を簡素化するとともに、諸外国との国際共同運用を進めて運営負担の軽減を
図るなど、効率的な運営体制の構築が必要である。 
 
 国立天文台は、本計画を主導的な立場で推進する観点から、早期からの安
定的な技術開発によりその課題解決が可能となるようにするとともに、年次
計画に沿った円滑な推進体制の構築に努めることが望まれる。その上で、参
加国の取組状況や計画の進捗に応じ、工程の確認や技術評価を十分に行うと
ともに、各国の技術状況の違いにより技術開発が計画どおりに進まないとい
った技術面でのリスクや将来の技術革新の可能性への対応も視野に入れ、プ
ロジェクト管理を適切に実施し、建設計画を着実に進める必要がある。 
 
 なお、国際協力による計画は、計画実行に多くの困難や紆余曲折を経るこ
とが避けられないところであり、国立天文台は、各国における本計画の実施
状況や支援体制等について、特に、財政事情等により、参加各国において予
算措置が計画どおりに進まない可能性を含め、適切に検証を行うとともに、
アルマ計画の推進によって蓄積している経験も活かして、国際的な大規模プ
ロジェクトのマネジメント力を有する運営管理者をＴＭＴ計画に参画させる
とともに、世界をリードする我が国の研究者が多数参画して共同研究を行う
ための協力体制を強化するなど、マネジメントとサイエンスの両面から、国
際協力の中でリーダーシップを発揮し続ける努力をすることが望まれる。ま
た、国は、ＴＭＴ計画における国立天文台の取組に対し、必要な支援に努め
る必要がある。 
 

【評価実施時期等】 
・TMT 計画の進捗状況に鑑み、平成 31 年度を目処に進捗評価を実施する。 
・平成 33 年度に期末評価を実施する。なお、本評価を行う際には、本来、設備
の建設完了時点で行う進捗評価の観点も踏まえて行うこととする。 

・なお、完成後の年次計画については、ハワイ観測所としてすばる望遠鏡との
一体的な運用を図る観点から、役割分担を明確にして策定する。 

 


